
能登町建設工事競争入札参加資格に係る主観的事項審査事務取扱要領 

 

平成 19年３月 28日 

告 示 第  ７ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、能登町建設工事指名競争入札参加者等選定要綱（平成 17

年告示第 15号）に規定する主観的事項の審査について必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（主観的事項の審査対象） 

第２条 主観的事項の審査は、町内に主たる営業所を有する建設業者（以下「町

内建設業者」という。）及び経常建設共同企業体を対象として、別表に掲げる

項目について行う。 

 

（主観的事項の審査資料） 

第３条 主観的事項の審査を受けようとする者（以下「受審者」という。）で別

表（２）、（３）、（７）、（８）及び（９）の審査を受けようとする者は、別記

様式第１号から別記様式第５号による審査資料に確認書類を添えて町長に提

出しなければならない。 

２ 前項における審査資料の提出期限は４月 30日までとする。ただし、町の休

日にあたるときは、町の休日の前日をもってその期限とみなす。 

 

（主観点数の適用） 

第４条 主観点数は、別表による評点を合計して算定する。ただし、経常建設

共同企業体の主観点数は、各構成員について算定される評点の平均値による

ものとし、１点未満の端数は切り捨てる。 

２ 別表（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）、（８）、（９）、（10）、（11）は、

全ての申請業種に配点する。 

３ 別表（１）は、該当業種に配点する。 

４ 主観点数は、一年度限りを有効期間とする。 

 

（主観的事項の審査結果） 

第５条 受審者に対する主観的事項の審査結果の通知は、入札参加資格の決定

の通知をもって行う。 

ただし、受審者に対し入札参加資格の決定の通知を行わない場合には、次項

に規定する公表をもって通知に代えるものとする。 



２ 主観的事項の審査結果は、請負業者有資格者名簿と併せて公表する。 

（その他） 

第６条 この告示に定めのない事項については、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成 19年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 19年 12 月 1日告示第 56 号） 

この告示は、平成 20年４月１日から施行する。 

  附 則（平成 20年９月 17日告示第 54 号） 

この告示は、平成 20年 12 月１日から施行する。 

  附 則（平成 21年２月１日告示第３号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成 24年９月３日告示第 51号） 

この告示は、平成 25年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28年３月１日告示第１号） 

この告示は、平成 28年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年３月 10日告示第 11号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別表（第２条－第４条関係） 

評価項目 算定方法及び評点 

技

術

力 

（１） 

工事成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 毎年度の前年において、能登町工事成績評定

要領（平成 19年訓令第４号）に基づき、完成検

査が行われた工事の評定点（２件以上の場合は

各評定点の平均点）に応じ、表に掲げる点数を

加点・減点する。 

  

表 

評定点 点数 

90 点以上 60 

80 点以上 50 

79 点～ 45 

78 点～ 40 

77 点～ 35 

76 点～ 30 

75 点～ 25 

65～75 点未満 ０ 

65 点未満 -15 

 

※加点・減点の対象は、１月～12 月末日に完成

検査が行われた請負金額が 500 万円以上の工

事を対象とする。 

※対象工事が２件以上で、65 点未満の工事があ

る場合については、各評定点の平均点に応じ

た点数から、15点に 65 点未満の工事件数を乗

じた点数を減点する。 

（２） 

ISO9001 の認証取得 

毎年度の前年において、ISO9001 について、公

益財団法人日本適合性認定協会（以下、「JAB」

という。）に認定されている審査登録機関又は

「JAB」と相互認証している認定機関に認定され

ている審査登録機関の認証を取得している者に

加点する。 

10 点 

 

 



社

会

性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

ISO14001 の認証取得、又

はエコアクション 21 認

証登録 

 毎年度の前年において、ISO14001 について、

「JAB」に認定されている審査登録機関又は

「JAB」と相互認証している認定機関に認定され

ている審査登録機関の認証を取得している者に

加点する。 

10 点 

 毎年度の前年において、エコアクション２１

について、一般財団法人持続性推進機構に認

証・登録されている者に加点する。 

※ISO14001 の認証を受けた者は加点しない。 

５点 

（４） 

災害協定の締結 

毎年度の前年度において、能登町と「災害協

定」を締結している協会等の会員に加点する。 

10 点 

（５） 

除雪作業の協力者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 毎年度の前年度において、能登町除雪計画に

よる除雪作業の契約をしている者。ただし、(1)、

(2)の合計加点は、30点を限度とする。 

 

(1)自社調達の機械で道路除雪業務を実施して

いる者に加点する。 

 機械１台につき ５点 

 

(2)町から貸与された機械で道路除雪業務を実

施している者に加点する。 

 機械１台につき １点 

（６） 

能登町消防団協力事業所

の認定 

 

 

 

 毎年度の前年度において、能登町消防団協力

事業所協力事業所表示制度実施要綱（平成 21 年

告示第 66号）の規定に基づき、能登町からの認

定を受け、表示証の交付を受けている者に加点

する。 

                   10 点 



社

会

性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 

障害者の雇用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 

女性の職業生活における

活躍の推進 

毎年度の前年度において、障害者の雇用の促

進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第２

条に定める障害者を常時雇用している者に加点

する。 

 

(1) 障害者の雇用の促進等に関する法律第43条

に基づく障害者雇用義務がある者で、障害者を

雇用し、かつ常用労働者の数に対する障害者の

割合（障害者雇用率）が、同法に定める率（法

定雇用率）以上である者 

                   10 点 

 

(2) 障害者の雇用の促進等に関する法律第43条

に基づく障害者雇用義務がない者で、毎年度の

直前の１月31日現在において、障害者を１人以

上雇用している者 

10点 

毎年度の直前の１月31日現在において、建設

業法（昭和24年法律第100号）第26条第１項に定

める主任技術者となりうる資格を有する女性技

術者を雇用している者 

 

                    10 点 

（９） 

防災士の雇用 

 毎年度の直前の１月 31日現在において、防災

士の資格を有する者を雇用しており、事業所が

所在する地域の自主防災組織の防災活動に当該

防災士が取り組むことに協力する者に加点す

る。ただし、加点は 10点を限度とする。 

 

１人につき ５点 

 



信

頼

性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 

指名停止 

 

 

 

 

 

 

 

 毎年度の前年度において、能登町建設工事等

請負業者の指名停止に関する要綱（平成 17年告

示第 13号）に基づき、虚偽の記載、過失による

粗雑工事、契約違反、公衆損害事故、贈賄、暴

力団関係者、独占禁止法違反行為、談合、不正

又は不誠実な行為により指名停止措置を受けた

者について、指名停止期間に応じ、表に定める

点数を減点する。 

 なお、期間内に２回以上の指名停止措置を受

けた場合は、それぞれの点数を減点する。（工事

関係者事故は除く。） 

 

表 

指名停止期間 点数 

2 週間未満 -10 

2 週間以上～1ヶ月未満 -15 

1 ヶ月以上～2ヶ月未満 -20 

2 ヶ月以上～3ヶ月未満 -25 

3 ヶ月以上 -30 
 



信

頼

性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11） 

監督処分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 毎年度の前年度において、建設業法第 28条に

基づき、営業停止を受けた者について、営業停

止期間に応じ、表に定める点数を減点する。 

 なお、期間内に２回以上の営業停止処分を受

けた場合は、それぞれの点数を減点する。 

 

表 

営業停止期間 点数 

15 日未満 -10 

15 日以上～30日未満 -15 

30 日以上～60日未満 -20 

60 日以上～90日未満 -25 

90 日以上 -30 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


